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SMOSMOSMOSMO子会社株式譲渡のお知らせ子会社株式譲渡のお知らせ子会社株式譲渡のお知らせ子会社株式譲渡のお知らせ    

 

 当社は、100％子会社である株式会社新日本科学ＳＭＯ（以下「新日本科学ＳＭＯ」）の全株

式をエムスリー株式会社（東京都港区、以下「エムスリー」）に譲渡することを本日開催の取

締役会において決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１．株式譲渡の経緯と目的 

当社は、主たる事業領域として、前臨床事業とトランスレーショナルリサーチ事業（以下、

「TR 事業」）への集中化を進めております。 

その一環として、臨床事業領域については、2015 年 4 月に、国内臨床事業を世界有数のグロ

ーバル CRO（Clinical Research Organization）、Pharmaceutical Product Development, LLC（以下

「PPD」）と合弁事業化

1）

し、2017 年 3 月には、臨床第 1 相試験施設である SNBL Clinical 

Pharmacology Center Inc.（米国 Maryland 州）を創薬探索の化学合成分野でグローバル展開して

いる Pharmaron Beijing Limited Co., Ltd.と合弁事業化

2）

するなど、積極的に臨床事業の再編成を

進めてきました。 

一方、国内 SMO3）

事業は、業界として国内大手グループへの集約が進んでいることもあり、

当社は、他社との提携を含めた事業再編を検討しておりました。このような中、SMO 業界で

国内大手の一角であるエムスリーが、新日本科学ＳＭＯがこれまで培ってきた SMO 事業基盤

を引継ぐことにより、エムスリーの強みとする IT インフラや顧客基盤を活用した新たな成長

が期待できると考え、本件株式譲渡の決議に至りました。 

 

備考：
 

1) 2014 年 12 月 24 日付けプレスリリース 「新日本科学と PPD による臨床開発事業の合弁

会社設立と業務提携について」 

2) 2017 年 02 月 28 日付けプレスリリース 「特定子会社の異動を伴う子会社株式の一部譲

渡並びに子会社による第三者割当増資に関するお知らせ」 

3)  SMO（Site Management Organization）；医療機関に対して臨床試験の支援業務を行う事業 

  



２．異動する子会社（新日本科学ＳＭＯ）の概要 （https://snbl-smo.com/） 

（１）名  称 株式会社新日本科学ＳＭＯ 

（２）所 在 地 鹿児島県鹿児島市唐湊四丁目18番38号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 塚原 英樹 

（４）事 業 内 容 SMO業務、CRCの派遣、臨床試験支援業務 

（５）資   本   金 1,000万円 

（６）設 立 年 月 日 2000年10月2日 

（７）純  資  産 262百万円 

（８）総  資  産 1,145百万円 

（９）大株主及び持株比率 株式会社新日本科学 100％ 

（10）上場会社と当該会社

の関係 

資 本 関 係 当社は当該会社の発行済株式総数の100％を保

有しております。 

人 的 関 係 当社の役員3名が当該会社の役員を兼務してお

ります。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

新日本科学ＳＭＯに関する過去の業績・財務状況については、営業戦略上の観点からエム

スリーの強い要請により非開示としています。 

 

３．株式譲渡の相手先（エムスリー）の概要 （https://corporate.m3.com/） 

（１）名  称 エムスリー株式会社 

（２）所 在 地 東京都港区赤坂1丁目11番44号 赤坂インターシティ 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 谷村 格 

（４）事 業 内 容 インターネットを利用した医療関連サービスの提供 

（５）資  本  金 36億7232万円 

（６）設 立 年 月 日 2000年9月29日 

（７）純   資   産 85,167百万円 

（８）総   資   産 116,441百万円 

（９）大株主及び持株比率 ソニー株式会社 33.99％ 

（10）上場会社と当該会社

の関係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 

該当事項はありません。 

  



４．譲渡株式数、譲渡価格、譲渡前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数

及び譲渡株式数            

215 株（議決権の数：215個） 

（議決権所有割合 ：100％） 

（２）譲渡価額 10億円 

（３）異動後の所有株式数 0株（議決権の数：0個） 

（議決権所有割合 ：0％） 

 

５．日程 

（１）取締役会決議 2018年8月31日 

（２）契 約 締 結 日 2018年8月31日 

（３）株式譲渡実行日 2018年10月1日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件による譲渡損益及び当社の今期業績に与える影響については現在精査中であり、譲渡

損益及び業績に影響を与えることが明らかになった時点で、開示いたします。 

 

参考：2018 年 5 月 15 日公表の当期連結業績予想及び前期連結実績は以下の通りです。 

（百万円未満切捨て） 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 親会社に帰属 

する当期純利益 

当期連結業績予想 

(2019 年 3月期) 

16,700 △520 △700 △1,157 

前期連結実績 

(2018 年 3月期) 

16,600 △679 △813 △3,555 

 

以 上 


